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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第51期

第３四半期
連結累計期間

第52期
第３四半期
連結累計期間

第51期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 48,237 47,916 70,078

経常利益 (百万円) 5,671 6,746 8,034

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 3,566 4,438 4,942

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 4,213 4,213 5,450

純資産額 (百万円) 28,631 33,554 29,867

総資産額 (百万円) 78,763 82,567 83,040

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 61.01 75.93 84.54

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 35.1 39.8 35.0
 

　

回次
第51期

第３四半期
連結会計期間

第52期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 22.01 38.00
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

５　誤謬の訂正により、第51期第３四半期連結累計期間の関連する主要な経営指標等について遡及処理の内容を

反映させた数値を記載しております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 
１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

なお、当社は、過年度決算に使用した不動産鑑定評価に誤りが判明したため、有価証券報告書の訂正報告書等を平

成27年５月25日付で提出し、誤謬の訂正をしております。

以下の記載にあたりましては、誤謬の訂正による遡及処理の内容を反映させた数値によっております。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、中国をはじめ新興国経済が減速傾向にある等、不透明感はあるもの

の、米国経済が堅調であることに加え円安による輸出の増加や原油安による原材料価格の下落等の効果から企業業

績が改善傾向にあり、全体としては緩やかな回復基調で推移いたしました。

当社グループをとりまく事業環境におきましては、建設事業では、公共工事は減少傾向にあるものの、設備投資

等の民間工事は引き続き好調を保ち、全体としては回復基調で推移いたしました。また開発事業等では、首都圏好

立地でのマンションの販売は概ね好調を保つ等、引き続き堅調に推移いたしました。

このような環境の中、当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は479億16百万

円（前年同四半期比0.7％減）、営業利益は70億78百万円（前年同四半期比26.7％増）、経常利益は67億46百万円

（前年同四半期比19.0％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は44億38百万円（前年同四半期比24.4％増）と

なりました。

なお、当社グループでは、通常の営業形態として工事の完成・物件の引渡しが第４四半期に集中しているため、

第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が多くなるといっ

た季節的変動があります。

事業のセグメント別の状況は以下のとおりであります。なお、セグメント利益は営業利益と調整を行っておりま

す。また、セグメント間の内部取引が発生する場合は、その消去前の金額を使用しております。

(建設事業)

工事の進捗は期初見込み通りに推移し、完成工事高は256億46百万円（前年同四半期比13.7％減）となりまし

たが、工事利益率が改善したことから、セグメント利益は26億99百万円（前年同四半期比38.0％増）となりまし

た。

(開発事業等)

自社分譲マンションの引渡しが順調に進捗したことから、開発事業等売上高は222億69百万円（前年同四半期

比20.3％増）となり、セグメント利益は50億7百万円（前年同四半期比24.3％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

(資産)

当第３四半期連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末に比べて2億27百万円減少し、704億13百

万円となりました。この主な要因は、販売用不動産が35億69百万円減少したことによるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて2億45百万円減少し、121億54百万円となりました。この主な要因は、

固定資産の減価償却実施によるものであります。

この結果、総資産は、前連結会計年度末と比べて4億72百万円減少し、825億67百万円となりました。

(負債)

当第３四半期連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末に比べて78億7百万円減少し、345億53百

万円となりました。この主な要因は、余剰資金の返済や長期借入金の借換等により短期借入金が86億79百万円減

少したことによるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて36億48百万円増加し、144億60百万円となりました。この主な要因

は、長期借入金が36億88百万円増加したことによるものであります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末と比べて41億59百万円減少し、490億13百万円となりました。

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて36億86百万円増加し、335億

54百万円となりました。この主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上によるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は0百万円であります。

 

EDINET提出書類

新日本建設株式会社(E00221)

四半期報告書

 4/17



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 61,360,720 61,360,720
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 61,360,720 61,360,720 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年12月31日 ― 61,360,720 ― 3,665 ― 3,421
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成27年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成27年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

2,897,800
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

58,439,800
584,398 ―

単元未満株式
普通株式

23,120
― ―

発行済株式総数 61,360,720 ― ―

総株主の議決権 ― 584,398 ―
 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株(議決権70個)含まれて

おります。

② 【自己株式等】

  平成27年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
新日本建設株式会社

千葉県千葉市美浜区
ひび野一丁目４番３

2,897,800 ― 2,897,800 4.72

計 ― 2,897,800 ― 2,897,800 4.72
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 21,828 20,352

  受取手形・完成工事未収入金等 11,348 9,879

  販売用不動産 14,071 10,502

  未成工事支出金 168 590

  開発事業等支出金 22,427 27,515

  材料貯蔵品 57 55

  繰延税金資産 372 278

  その他 391 1,260

  貸倒引当金 △26 △21

  流動資産合計 70,640 70,413

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物 7,616 7,618

    減価償却累計額 △2,826 △3,011

    建物・構築物（純額） 4,789 4,607

   機械及び装置 105 105

    減価償却累計額 △76 △82

    機械及び装置（純額） 28 22

   車両運搬具及び工具器具備品 218 230

    減価償却累計額 △201 △204

    車両運搬具及び工具器具備品（純額） 16 25

   土地 5,972 5,972

   その他 89 111

    減価償却累計額 △48 △56

    その他（純額） 40 54

   有形固定資産合計 10,848 10,683

  無形固定資産 64 77

  投資その他の資産   

   投資有価証券 955 900

   繰延税金資産 28 44

   その他 508 454

   貸倒引当金 △6 △6

   投資その他の資産合計 1,486 1,393

  固定資産合計 12,399 12,154

 資産合計 83,040 82,567
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 18,911 16,394

  短期借入金 14,388 5,709

  未払法人税等 4,369 6,197

  未成工事受入金 1,527 3,366

  開発事業等受入金 1,158 1,377

  賞与引当金 318 175

  完成工事補償引当金 171 124

  工事損失引当金 0 -

  その他 1,514 1,208

  流動負債合計 42,360 34,553

 固定負債   

  長期借入金 9,369 13,058

  役員退職慰労引当金 244 253

  退職給付に係る負債 585 601

  繰延税金負債 365 336

  その他 246 210

  固定負債合計 10,811 14,460

 負債合計 53,172 49,013

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,665 3,665

  資本剰余金 3,421 3,421

  利益剰余金 21,762 25,674

  自己株式 △577 △577

  株主資本合計 28,270 32,183

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 283 244

  為替換算調整勘定 523 429

  退職給付に係る調整累計額 △23 △5

  その他の包括利益累計額合計 783 668

 非支配株主持分 812 702

 純資産合計 29,867 33,554

負債純資産合計 83,040 82,567
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

売上高   

 完成工事高 29,719 25,646

 開発事業等売上高 18,517 22,269

 売上高合計 48,237 47,916

売上原価   

 完成工事原価 26,708 21,850

 開発事業等売上原価 13,520 16,248

 売上原価合計 40,229 38,099

売上総利益   

 完成工事総利益 3,011 3,795

 開発事業等総利益 4,996 6,021

 売上総利益合計 8,008 9,817

販売費及び一般管理費 2,423 2,738

営業利益 5,584 7,078

営業外収益   

 受取利息 4 7

 受取配当金 11 13

 為替差益 148 -

 和解金収入 222 -

 その他 21 35

 営業外収益合計 409 55

営業外費用   

 支払利息 304 294

 為替差損 - 54

 その他 17 38

 営業外費用合計 322 387

経常利益 5,671 6,746

特別利益   

 固定資産売却益 0 -

 特別利益合計 0 -

特別損失   

 固定資産除却損 3 -

 特別損失合計 3 -

税金等調整前四半期純利益 5,669 6,746

法人税、住民税及び事業税 1,931 2,319

法人税等調整額 117 59

法人税等合計 2,049 2,378

四半期純利益 3,619 4,368

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

52 △70

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,566 4,438
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

四半期純利益 3,619 4,368

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 118 △39

 為替換算調整勘定 461 △133

 退職給付に係る調整額 14 17

 その他の包括利益合計 594 △155

四半期包括利益 4,213 4,213

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 4,022 4,323

 非支配株主に係る四半期包括利益 191 △110
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

（会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更いたしました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計

期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期

首時点から将来にわたって適用しております。

なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。
 

　

(四半期連結貸借対照表関係)

　１ 保証債務

(1) 銀行等借入債務

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

つなぎ住宅ローン利用顧客に関す
る保証

410百万円 18百万円
 

 

(2) 信用保証会社に対する手付金等返済保証債務

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年12月31日)

㈱モリモト ― 180百万円

合計 ― 180百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

１ 売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)及び

　当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

当社グループでは、通常の営業形態として工事の完成・物件の引渡しが第４四半期に集中しているため、第１四

半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が多くなるといった季節

的変動があります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

減価償却費 246百万円 209百万円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 233 4 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年10月31日
取締役会

普通株式 233 4 平成26年９月30日 平成26年12月５日 利益剰余金
 

(注)　平成26年10月31日取締役会決議による１株当たり配当額には、設立50周年にともなう記念配当が１円含まれて

おります。

 

２．基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 292 5 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年10月30日
取締役会

普通株式 233 4 平成27年９月30日 平成27年12月４日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

新日本建設株式会社(E00221)

四半期報告書

13/17



 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 建設事業 開発事業等 合計
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２

売上高      

外部顧客への売上高 29,719 18,517 48,237 ― 48,237

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 29,719 18,517 48,237 ― 48,237

セグメント利益 1,956 4,026 5,983 △398 5,584
 

(注) １．セグメント利益の調整額△398百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、報告セグメントに帰属していない親会社本社の総務部等管理部門に係る経費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 建設事業 開発事業等 合計
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２

売上高      

外部顧客への売上高 25,646 22,269 47,916 ― 47,916

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 25,646 22,269 47,916 ― 47,916

セグメント利益 2,699 5,007 7,706 △628 7,078
 

(注) １．セグメント利益の調整額△628百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は、報告セグメントに帰属していない親会社本社の総務部等管理部門に係る経費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 61円1銭 75円93銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 3,566 4,438

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

3,566 4,438

普通株式の期中平均株式数(株) 58,463,361 58,462,913
 

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

第52期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）中間配当について、平成27年10月30日開催の取締役会にお

いて、平成27年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 233百万円  
② １株当たりの金額 4円0銭  

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成27年12月４日  
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年２月12日

新日本建設株式会社

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   斎   藤   　   昇   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   篠   﨑   和   博   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   開   内   啓   行   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新日本建設株式

会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新日本建設株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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